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大型低公害車 
 

大型化 
共同化 
輸送距離の短縮 

トラック → 海運 
トラック → 鉄道 

トラック輸送の効率化 新技術の活用 

モーダルシフト 

環境負荷の 

小さい物流体系の 

構築を目指す 

実証実験補助制度 

■申請窓口、お問い合せ先 
 ●北海道運輸局　企画振興部物流振興･施設課 
　　管轄‥北海道 
 
●東北運輸局　企画振興部物流振興･施設課 
　　管轄‥宮城、福島、岩手、青森、山形、秋田 
 
●北陸信越運輸局　企画部物流振興･施設課 
　　管轄‥新潟、長野、富山、石川 
 
●関東運輸局　企画振興部物流振興･施設課 
　　管轄‥東京、神奈川、埼玉、群馬、千葉、茨城、栃木、山梨 
 
●中部運輸局  企画振興部物流振興･施設課 
　　管轄‥愛知、三重、静岡、岐阜、福井 
 
●近畿運輸局　企画振興部物流振興･施設課 
　　管轄‥大阪、京都、奈良、滋賀、和歌山 
 
●神戸運輸監理部　総務企画部企画課 
　　管轄‥兵庫 
 
●中国運輸局　企画振興部物流振興･施設課 
　　管轄‥広島、鳥取、島根、岡山、山口 
 
●四国運輸局　企画振興部物流振興･施設課 
　　管轄‥香川、徳島、愛媛、高知 
 
●九州運輸局　企画振興部物流振興･施設課 
　　管轄‥福岡、長崎、大分、佐賀、熊本、宮崎、鹿児島 
 
●沖縄総合事務局　運輸部企画室 
　　管轄‥沖縄 
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◎国土交通省政策統括官付政策調整官（物流担当）付　03-5253-8111 内線 53-315

地球温暖化対策として 
CO2排出量の削減が急務です。 

我が国は2010年までにCO2排出量を1990年に比べて

6％削減することを国際的に約束していますが、その目標

達成に向けては、官民を問わず各主体が総力を挙げて

取り組むことが不可欠となっています。 

環境保全意識の高い多くの企業では、環境対策を企業の

社会的責任（ＣＳＲ）と位置付けて、商品の生産から廃棄

にいたる全ての場面で環境負荷の削減に取り組まれて

いますが、その中で、物流における環境負荷低減策とし

ては、輸送方法を海運･鉄道利用に転換するモーダルシ

フトや、大型化･共同化等によるトラック輸送の効率化が効

果的です。しかし、輸送方法の転換は一朝一夕に実現す

るものではなく、輸送システムや生産計画の大きな変

更を伴う場合があるなど、荷主企業と物流事業者が連携･

共同して取り組まなければならない事業です。 

本制度は、物流の環境対策として事業者が独自に実施

する実証実験を支援する制度として荷主企業･物流事業

者の皆様にご利用いただいているものです。平成15年度

末時点では42件の実証実験が全国で実施されております。

今年度も、より多くの企業の皆様が本制度をご利用に

なり、CO2排出削減効果を実証していただくことにより、

環境負荷低減に向けた流れが社会全体で加速していく

ことを期待しております。 


